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厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「地域の実情に応じた医療提供体制の構築を推進するための政策研究」 

総 括 研 究 報 告 書（平成 30 年度） 

 

研究代表者 今村 知明（奈良県立医科大学 教授） 

 

研究要旨  

2025 年の地域医療構想の実現に向けて、各都道府県の構想区域において、今後の医

療提供体制についての協議が進んでいる。これまで本研究班については、厚生労働科

学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業「病床機能の分化・連携や病床の効

率的利用等のために必要となる実現可能な施策に関する研究（H27－医療－一般 002）」

を平成 27 年度から平成 29 年度までの 3 年間の研究を通じ、わが国における公衆衛

生の専門家が一同に介して研究を進めてきた。その成果については、第七次医療計画

を都道府県が着実に策定するために厚生労働省が行う技術的助言（平成 29 年 3 月ま

でに公表）のための医療計画の指標の検討・整理を行っただけでなく、病床機能報告

データを使った急性期指標の開発、病床機能分化の全国的な事例集の作成といった形

で研究班の成果を世の中に発信してきた。  

本研究班については、都道府県が地域医療構想（病床機能分化・連携等）を推進、管

理していくためのあり方や技術的な助言を行うことを目的として引き続き研究を行

う。さらには、次期（第八次）医療計画の分析、策定にあたっての課題抽出及び今後の

医療計画を推進し実行するための対策の検討、病床機能報告の定量的基準も含めた基

準の開発及び活用方法の検討を行うものとする。都道府県が医療計画を策定した後も

きちんと PDCA サイクルが回せるためのしくみづくりや技術的な助言、令和２年度の

医療計画の中間見直し（在宅医療等）を見据え、医師確保計画、医療や介護との連携等

について課題を整理した上で、NDB や DPC 等のデータ分析を活用しつつ、技術的な

助言を行うものとする。  

本研究班は、①医療政策の国内最前線の研究者を擁し、体系的なプロセス分析の手

法を用いる  ②DPC データ、NDB データ分析の実績を有する研究者を擁し、都道府県

や二次医療圏別の医師偏在等について政策検討に資する分析を行う  ③日本医療マネ

ジメント学会、日本クリニカルパス学会等と十分な連携をとれる体制により、傘下の

研究者・医療機関から効率的な事例収集を実施することが可能、という 3 点の特徴を

有する。これらは研究の独創性のみならず、オールジャパンの体制で地域の実情に応

じた医療提供体制の構築を推進するための政策研究が可能となる点で、非常に有意義

である。  

本研究班は国の「医療計画の見直し等に関する検討会」、「地域医療構想に関するワ

ーキンググループ」、「医療従事者の需給に関する検討会」等とも関連して必要に応じ

て技術的な助言を進めていく。  
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研究分担者 

 松田 晋哉（産業医科大学 教授） 

 藤森 研司（東北大学大学院 教授） 

 伏見 清秀（東京医科歯科大学大学院  

教授） 

 石川 ベンジャミン 光一（国際医療福祉 

大学大学院 教授） 

 長谷川 友紀（東邦大学医学部 教授） 

 池田 俊也（国際医療福祉大学 教授） 

 瀬戸 僚馬（東京医療保健大学 准教授） 

 小林 美亜（千葉大学医学部附属病院  

特命病院教授） 

 副島 秀久（熊本県済生会 支部長） 

 町田 二郎（済生会熊本病院 副院長） 

 河原 和夫（東京医科歯科大学大学院  

教授） 

 野田 龍也（奈良県立医科大学 講師） 

 康永 秀生 (東京大学大学院 教授） 

 加藤 源太 (京都大学医学部付属病院  

准教授） 

 佐方 信夫（医療経済研究機構  

主任研究員） 

研究協力者 

 伴 正海（横浜市立大学 共同研究員） 

 伊藤 達哉（長野県健康福祉部） 

 田極 春美（三菱 UFJ ﾘｻｰﾁ&ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ株式 

会社 主任研究員） 

 島崎 謙治 (政策研究大学院大学 教授） 

 得津 慶（産業医科大学大学院） 

 村松 圭司（産業医科大学大学院） 

 牧野 憲一（旭川赤十字病院 院長） 

 木村 慎吾（石川県健康福祉部） 

 林 修一郎（奈良県福祉医療部） 

 次橋 幸男（奈良県立医科大学／ 

天理よろづ相談所病院） 

 長野 典子（奈良県立医科大学） 

Ａ．研究目的 

平成 27 年度より都道府県は地域医療構想を

策定し、病床の機能分化・連携、在宅医療・介

護の推進等に取り組んでいる。 

国内における先進的事例等を整理しつつ、病

床の機能分化・連携の推進等を推進するそれぞ

れの施策について、効果の定量化、プロセスの

分析・整理等を行い、都道府県や医療機関等に

おける病床機能の分化・連携や病床の効率的利

用等の推進に資することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究班は 5 つの分担班に分けて研究を進め、

班会議を 2 回開催し、研究の進捗状況の管理、

調整を行いながら進めた。 

研究の実施体制は図 1 の通りである。 

 

図 1 研究の実施体制 

１．医療計画グループ 

１-１．医療計画班 

① 全 47 都道府県の医療計画を、「ロジック

モデルの活用」という観点からレビューを行

なった。さらに、ロジックモデルを活用してい

た 5 県のうち、沖縄県の医療計画担当者に対

して医療計画の策定過程、ロジックモデル、今

後の医療計画の課題についてヒアリングを実

施した。 

 

② 5 疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖

尿病、精神疾患）および 5 事業（救急、災害

医療、へき地医療、周産期医療、小児救急医療

を含む小児医療）、在宅医療に係る指標の策定
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の体制やプロセスについて、同時の国の関係

者や有識者が一堂に会して、検討開始時期や

検討体制、指標の考え方や狙い振り返りを行

った。 

 

２．病床機能グループ 

２-１．定量分析班 

① 地域医療構想のさらなる推進のため、構

想区域を類型化する。特徴が似た構想区域を

類型化することで、全国の構想区域から、議論

の推進のための参考となる区域を見つけるこ

とができると考えられる。また、公立・公的病

院の役割の見直しを行う際の基準がより明確

になることも期待される。例えば、政令市のよ

うに人口規模が大きい構想区域と地方の人口

10万人程度の構想区域では、区域内の病院数、

医師数等をはじめ、医療資源の状況が異なる。

従って、「似た医療資源の状況の構想区域同士」

であれば、公立・公的病院の役割の見直しの状

況が一定程度比較可能である。 

 

② 構想区域の特徴を表す要素として「①地

理的・社会的」要素と「②医療提供体制」要素

がある。地理的な要素は多数あるが、今回はそ

の代表的なものとして人口と面積を用いた。

面積の問題は山、川などの非可住地域を含む

ことであり、より正確には可住面積を用いる

べきかもしれないが、その場合、アクセスの困

難さが過小評価される課題がある。今後は人

口の集約度や距離を用いた指標が有用と思わ

れる。 

 

③ 厚生労働省の病床機能報告制度が提供す

る各医療施設の報告結果に含まれる病床機能

ごとの病床数を二次医療圏ごとに統合した。

病床機能は入院基本料の種別に応じて急性期

から療養病床まで病期に応じて順に定義した。

前処理を行ったデータをもとに、横軸を地域

内の病床機能、縦軸を病床ごとの病床数、バブ

ルの大きさを病床の回転率を示唆する変数と

して病床数あたりの入院患者数と定義して、

バブルチャートを作成した。バブルは施設ご

とに色分けし、どの病床がどの施設に属して

いるかを明確にした。また、チャートは任意の

二次医療圏を表示可能とし、急性期から慢性

期までの病期に応じたフィルタリングも可能

とした。作成したチャートは Tableau Public

を用いてインターネット上に公開した。 

（https://public.tableau.com/profile/kei.toku

tsu#!/vizhome/2018-12-11/sheet1_1） 

 

２-２．地域包括班 

地域包括ケア病棟には入棟経路として、自院

他病棟からの転棟、自宅・介護施設からの入院、

他院からの転院の 3 つの経路がある。それぞれ

の経路で入棟する患者層は異なっている可能

性があることから、いずれの経路でも患者が入

棟している病院を調査の対象とした。病院選択

に当たっては、平成 29 年度病床機能報告デー

タにおいて入棟経路で自宅および介護施設か

ら直接入棟している割合が 30％を超えている

病棟を抽出した。それらのうち、調査の協力を

了承いただいた石川県内の 2 病院に平成 31 年

2 月に訪問し、面接でヒアリングを実施した。 

 

２-３．機能連携班 

① 大腿骨近位部骨折で済生会熊本病院へ入

院し骨接合術を受け、連携パスを適用され連

携施設 B 病院（以下、B 病院と略す）へ転院

した患者 34 名が対象。転帰を①自宅退院、②

施設転所、③慢性期病院転院、④急性期病院転

院の 4 群に分け、認知症、ADL、回復期合併

症、併存疾患、回復期転退院後の継続受診につ

いて検討した。 

 

② 「急性期から回復期等への連携を想定し
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た共有情報項目」のうち特に重要な患者情報

を抜粋して回復期等の病院に提供するための

帳票（以下「回復期等移行チェックリスト」と

いう）は、電子カルテシステム等の医療情報シ

ステムに入力されたデータを抽出して作成す

ることで、作成負荷を軽減する方法を提案し

た。これを実現するため研究班と標準マスタ

ー維持管理団体が協力し、「チェックリスト」

と「標準マスター」の対応表づくりを進めてい

った。 

 

③ 平成 30 年 4 月 1 日に認定された地域医

療連携推進法人「日本海ヘルスケアネット」か

らヒアリングを行い、実際の取り組みを踏ま

え、医療機能分化・連携を行う上での課題につ

いてヒアリングをおこなう。 

 

２-４．実地検証班 

奈良県国保データベース（KDB）を用いて、

2013 年度から 2016 年度の 4 年間に実施され

た胃瘻造設件数の推移とその背景要因を分析

した。 

 

Ｃ．研究結果 

本年度研究によって以下の成果を得た。詳細

については、それぞれ分担研究報告書を参照さ

れたい。 

１．医療計画グループ 

１-１．医療計画班 

① 沖縄県の医療計画担当者へヒアリングを

おこない、医療計画の策定過程やロジックモ

デルの強み／弱み、今後の課題等を整理した。 

 

② 第七次医療計画策定指標の基本方針と平

成 28 年度末までにどのようなプロセスで指

標に落とし込まれたのかを当時の担当者から

聴取し整理した。その上で 5 疾病 5 事業ごと

に医療計画指標の考え方、検討内容、検討プロ

セスについて個別に整理を行った。 

 

２．病床機能グループ 

２-１．定量分析班 

① 人口 10 万人～20 万人未満で面積が小さ

い区域において、医療機関総数が似ている（2

～3 施設）区域同士を比較すると、公立・公的

病院の競合（同規模病院で、手術等の実績も同

様）がみられる場合とそうではない場合があ

る。競合している場合や実績が少ない場合に、

提供する医療の詳細（疾患像、受け入れている

患者の重症度等）や地理的な条件などを確認

する必要がある。人口 10 万人～20 万人未満

で面積が大きい区域において、医療機関数が

似ている（7～8）区域同士を比較すると、公

立・公的病院の競合（同規模病院で、手術等の

実績も同様）がみられる場合とそうではない

場合がある。公立・公的病院で、救急車受け入

れ、手術等において、大きな公立・公的病院に

比べはるかに件数が少ない病院がある。競合

している場合や実績が少ない場合に、提供す

る医療の詳細（疾患像、受け入れている患者の

重症度等）や地理的な条件などを確認する必

要がある。 

 

② 人口 50 万人以上の区域では公立・公的病

院が複数あることがほとんどであった。公立・

公的病院の競合（同規模病院で、手術等の実績

も同様）がみられる場合が多いが、競合してい

る病院の数は異なる。同じような規模の民間

病院よりも実績が低い公立・公的病院も見ら

れた。 

 

③ 二次医療圏ごとの年間退棟患者数と、病

床あたりの年間退棟患者数を可視化した。朝

倉医療圏を例に挙げると、年間退棟患者数と、

病床あたりの年間退棟患者数は各々、一般病

棟 7 対 1 入院基本料では朝倉医師会病院が
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5,001 人、108.6、朝倉健生病院が 1,610 人、

40.3、ハイケアユニット入院医療管理料 1 で

は、朝倉医師会病院が 538 人、89.7、一般病

棟 10 対 1 入院基本料では、甘木中中央病院が

1,052 人、35.2、地域包括ケア入院医療管理料

1 では、朝倉健生病院が 439 人、14.6、甘木中

央病院が 326 人、9.1、回復期リハビリテーシ

ョン病棟入院料１では、朝倉健生病院が 236

人、5.9、緩和ケア病棟入院料では、朝倉医師

会病院が 208 人、10.4、障害者施設等 10 対 1

入院基本料では、太刀洗病院が 124 人、2.1、

療養病棟入院基本料 1 では、香月病院が 228

人、3.8、稲永病院が 197 人、3.8、甘木中央病

院が 111 人、2,5、太刀洗病院が 103 人、1.7

であった。 

 

２-２．地域包括班 

地域包括ケア病棟への転棟の経緯、DPC 病床

から地域包括ケア病棟へ転棟するケースの運

用、自宅などから直接地域包括ケア病棟へ入院

するケースの運用、DPC 病床との患者層の違い、

地域包括ケア病棟の導入効果とメリット、運

用・制度上の問題点についてヒアリングで聴取

した情報の整理を行った。詳細については、分

担報告書を参照されたい。 

 

２-３．機能連携班 

① 回復期の転帰は自宅退院 56％、施設転所

32％、慢性期病院転院 3％、急性期病院への転

院 9％であった。転帰別の平均年齢、平均在院

日数に有意差はなかった。認知症の併存率は

自宅退院者 47％、施設転所者 82％、慢性期病

院転院者 100％であり、入院時 FIM は自宅退

院者76、施設転所者 52、慢性期病院転院者 29、

急性期病院転院者 38 であり、認知症と入院時

FIM は転帰を左右する要因と思われた。FIM

運動利得は自宅退院者 24、施設転所者 19、慢

性期病院転院者 5、急性期病院転院者 22、で

あり入院時 FIM や認知症の程度が FIM 利得

を左右していると思われた。FIM 認知利得は

自宅退院者 1、施設転所者 0、慢性期病院転院

者-3、急性期病院転院者 3、であり認知 FIM

の改善は見られなかった。施設転所者、急性期

病院転院例には脳卒中既往、骨折既往、認知症

の併存が見られた。自宅退院者の 53％が回復

期退院後も回復期病院受診歴があり、25％が

継続リハを受けており、FIM 値のさらなる改

善はなかったものの自立通院や運転ができる

レベルに改善している例が見られた。 

 

②  本研究班から MEDIS-DC に「共有情報項

目」を提供し、MEDIS-DC において 5 施設程

度の電子カルテシステム等の運用状況を踏ま

えて標準マスターとの紐づけ案を作成した。

その案を研究班でも確認し、チェックリスト

対応表（β版）を作成させた。回復期等移行チ

ェックリストの共有情報項目は、紙媒体に手

書きして作成する運用も想定した構成とした。

このため、共有情報項目と、看護実践用語標準

マスターとでは、情報の粒度に差異を生ずる

箇所もあり、両者を完全一致させることは困

難である。そのため対応表では、必要に応じ一

定の読み替えを行い、回復期等移行チェック

リストの共有情報項目ごとに、看護実践用語

標準マスターのどのコードで表現すべきか提

示した。上記研究班の「共有情報項目」には、

5 つの大項目があり、その下に小項目と小項目

ごとの選択肢が設けられている。看護実践用

語標準マスターは「看護行為編」「看護観察編」

の 2 編で構成されており、対応表では、共有

情報項目の大項目ごとに、マスターのいずれ

の編を用いて表現するかを統一した。 

 

③ 法人創設の経緯、取り組みの実際、取り組

みの課題、ちょうかいネットの活用、心不全の

連携、その他の連携についてヒアリングを行
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った。詳細については分担報告書を参照され

たい。 

 

２-４．実地検証班 

胃瘻造設術が行われた患者総数は 2152 名で

あり、年度別では 2013 年度 586 名、2014 年度

580 名、2015 年度 563 名、2016 年度 423 名で

あった。各年度に胃瘻造設術を受けた患者の平

均年齢（SD）は、それぞれ 80.0（10.4）、80.9

（9.2）、80.7（11.7）、79.8（11.1）歳であっ

た。2014 年度から 200 床未満の病院、一般病

床と療養病床が主体の病院で胃瘻造設件数が

減少し、2016 年に地域包括ケア病床を新設した

病院において胃瘻造設術の件数が増加してい

た。患者在住地域別に 65 歳以上の人口あたり

の胃瘻造設者数を分析したところ 2013 年に多

かった二次医療圏（南和、中和）では、2016 年

度に大きく減少して他の医療圏と同等の水準

となっていた。 

 

Ｄ．考察 

１．医療計画グループ 

１-１．医療計画班 

① ロジックモデルについて、国で行われて

いる全国衛生部長会議などで新たなツールと

して紹介されることをはじめ、都道府県職員

研修などで関係者が学べるようになれば、医

療計画の進捗管理を実施する上で有用である

と考えられる。 

 

② 平成 32 年度末の中間見し、次の第八次医

療計画を見据えて、指標を見直す上では今の

指標がどのように利活用されていて、医療計

画の評価に役立っているかの確認が必要と考

えられる。医療計画に係る指標が多いため、不

要なものは、削除していくべきと考えられる。

医療計画指標になぜ、その指標が入っている

のか、都道府県担当者にわかるような注書き

が必要と考えられる。指標が採用された背景

を記録として残しておくべきと思われる。こ

の注書きは研究班の報告書かデータブックに

入れるかどうかを検討すべきである。平成 32

年度末に都道府県が中間見直しを行うのであ

れば、今からヒアリングを進めて、そのための

検討体制を整備すべきと考えられる。 

 

２．病床機能グループ 

２-１．定量分析班 

① 全体として同じ類型内であっても、公立・

公的病院の競合と考えられるケースもあれば、

競合が見られないケースもあった。後者では、

集約化等が行われ、競合が整理されている可

能性がある。今回は病床数・手術件数等がほぼ

同等であるものを競合として扱ったが、今後、

より詳細な分析が必要である。同じような構

想区域を参考に、構想区域の実情を考えなが

ら競合の解消が可能かもしれない。地域医療

構想のさらなる推進のため、構想区域を類型

化し、同様な地域の好事例の横展開を図るこ

とが必要である。類型化には構想区域の人口

と面積を用い、医療提供の集約度合いを測定

するためジニ係数の考え方を援用した医療資

源分散指数（仮称）および最も地域シェアの高

い医療機関のシェア率を導入したが、さらに

アクセスや医療機関の所在の偏りを検討する

必要ある。類型化により調整会議が活発にな

り、医療機関の機能分化が進むことが期待さ

れる。 

 

② 本研究で地域内にどのような病床が存在

しているかを視覚化したことにより、どのよ

うな病床が充足しているのか、または不足し

ているのか、競合している施設はどのような

病床機能を持ち備えているのかということが

把握しやすくなった。この視覚化により得ら

れる知見は、施設の地域内での戦略を立案す
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る一助になると考えられた。今回の視覚化ツ

ールは厚生労働省から公開されている病床機

能報告結果を元にしているため、情報の利用

に制限がなく、広く公開することが可能であ

る。このことは、病床の情報を各施設の内部だ

けでなく、地域全体で議論することを容易に

した。さらに、これらのデータは Tableau Pub-

lic を通じて、動的にフィルタリング等の表示

変更ができることから、資料作成の効率化が

期待されるだけでなく、各医療圏での地域医

療構想を検討する際、他の医療圏と比較を行

う、類似した医療圏を探索する等の俯瞰的な

分析を可能にした。本研究により開発された

視覚化ツールは客観データに基づく地域医療

構想を効果的に支援することが期待される。 

 

２-２．地域包括班 

本調査を行った病院では、地域包括ケア病棟

に、急性期病院での治療が終わった患者さん

（いわゆるポストアキュート）と、軽症疾患の

患者さん（いわゆるサブアキュート）の両パタ

ーンの入院を受け入れていたことが、今回のヒ

アリングを通じて把握することができた。これ

は、地域包括ケア病棟が期待している役割を十

分に果たしていることを示している。 

 地域包括ケア病棟の良い適応となるケース

は、退院調整により自宅療養できる見通しがあ

ることであり、自宅退院の見込みが少ない方が

多く入院する療養病床への転棟とは大きく異

なっている。この点についてはヒアリングを行

った両病院とも強く意識しており、「地域包括

ケア病棟は自宅退院の促進」という考えが浸透

していると考えられた。 

 

２-３．機能連携班 

① 自宅退院者に比し施設転所者の認知症併

存率が高かったが、自宅退院者の認知症レベ

ルは施設転所者に比較し比較的軽症であった

こと、慢性期病院転院者は認知症の程度が重

度であったことより、認知症の併存とそのレ

ベルは転帰を左右する重要な要因と思われた。

自宅退院者や施設転所者においては、認知症

があっても運動FIM値の改善が有意であった

ことからリハビリの実施は重要である。その

一方で、FIM 利得、すなわちリハビリ介入に

よる ADL 改善度の見通しについては、多くの

関係者が経験知に基づいた見通しを持ってい

ることが明らかになっている。そのことが一

種の先入感になりリハビリ介入の実質に影響

していないか、パターン化したリハビリにな

っていないか、等を検証すべきと思われた。入

院中合併症を発症し急性期病院へ転院した症

例のうち認知症ありでは、有意差はなかった

ものの入院時 FIM も FIM 利得もやや低い傾

向があり、合併症発症の危険因子になる可能

性を考える。急性期病院転院者は合併症の発

症時期から、急性期病院でのケア不足が原因

とは言えないと思われる。慢性期病院転院者

は転院先調整と決定に時間がかかる実情があ

る。リハビリの実施は必要であるが、入院時

FIM 値の著しく低い場合にリハビリを提供す

る施設として回復期が妥当であるかどうかも

議論を必要とすると思われる。 

 

② 医療機関からの「情報共有シート」の様式

に法令または厚生労働省通知による定めはな

く、各病院の裁量に委ねられている。このため

各病院で、従来型の「情報共有シート」の是非

について、負担軽減も含めた見直しを行い、回

復期等移行チェックリストを実装するための

検討が必要となる。 

 

③ 「日本海ヘルスケアネット」の区域では、

「人口減少」「医療需要減少」「超高齢化」に直

面しており、各医療機関が競争原理によって

収益をあげることが期待できない状況であっ
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た。このため、地域医療連携推進法人を創設す

ることで、各医療機関が持続的な健全経営を

達成できる基盤を整備していた。地域医療構

想では、構想区域ごとに設置された「地域医療

構想調整会議」で関係者の協議を通じ、各医療

機関が自主的に病床の機能分化と連携を進め

ることとなっている。しかし、実際には、経営

上の利害が衝突するため、機能分化と連携が

上手く進まない場合も多い。地域医療連携推

進法人では、参加医療機関が独立性を保持し

ながら、病床を融通しあったり、医薬品等を共

同購入したり、また看護師などの人事交流や

職員の共同研修も可能になることから、経営

効率につながるだけでなく、医療の質保証に

も貢献する制度である。 

 

２-４．実地検証班 

 本研究の結果、胃瘻造設術の場が中小規模の

一般病床主体の病院からケアミックス型の医

療機関へと移行し、地域間格差が縮小しつつあ

ることが示された。2014 年度、2016 年度の診

療報酬改定において胃瘻造設前後の機能評価

と機能回復訓練の強化、地域包括ケア病棟新設

が行われていることから、これらの医療政策の

影響が、数年の経過で各地域の特に中小規模病

院へと浸透していった可能性がある。 

 

Ｅ．結論 

本研究の成果は、わが国の地域医療構想（病

床機能分化・連携）および医療計画（5 疾病 5

事業）の進捗管理にあたって有用なものとして

考えられる。 
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77 回日本公衆衛生学会総会. 回復期病棟

における季節ごとの入院患者数の変化と

在院日数への影響－NDB による分析. 林

修一郎、野田龍也、今村知明、明神大也. 

12) 2018 年 10 月 24 日～2018 年 10 月 26 日

（福島県、ビックパレットふくしま）. 第

77 回日本公衆衛生学会総会. 兵庫県内に

おけるがん診療の地域連携の実態分析 . 

小川俊夫、喜多村祐里、阪口博政、山口真

寛、八木正行、今村知明、祖父江友孝. 

13) 2018 年 10 月 24 日～2018 年 10 月 26 日

（福島県、ビックパレットふくしま）. 第

77 回日本公衆衛生学会総会. カンジダ菌

血症患者の菌種と薬剤耐性についての分

析. 吉原真吾、赤羽学、今村知明. 

14) 2018 年 10 月 24 日～2018 年 10 月 26 日

（福島県、ビックパレットふくしま）. 第

77 回日本公衆衛生学会総会. レセプト情

報・特定健診等情報データベース（NDB）：

糖尿病患者の急性冠症候群リスク. 西岡

祐一、野田龍也、久保慎一郎、明神大也、

東野恒之、毛利貴子、石井均、今村知明. 

15) 2018 年 10 月 24 日～2018 年 10 月 26 日

（福島県、ビックパレットふくしま）. 第

77 回日本公衆衛生学会総会. 特定健診等
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情報データベース（NDB）の活用：透析患

者追跡と死亡数の検証. 久保慎一郎、野田

龍也、西岡祐一、明神大也、今村知明. 

16) 2018 年 10 月 24 日～2018 年 10 月 26 日

（福島県、ビックパレットふくしま）. 第

77 回日本公衆衛生学会総会. レセプト情

報・特定健診等情報データベース（NDB）

の活用：外来処方医薬品のクロス集計. 明

神大也、野田龍也、久保慎一郎、西岡祐一、

今村知明. 

17) 2018 年 10 月 24 日～2018 年 10 月 26 日

（福島県、ビックパレットふくしま）. 第

77 回日本公衆衛生学会総会. レセプト情

報・特定健診等情報データベース（NDB）

の活用：糖尿病を例にした全国集計. 野田

龍也、西岡祐一、久保慎一郎、明神大也、

東野恒之、今村知明. 

18) 2018 年 10 月 24 日～2018 年 10 月 26 日

（福島県、ビックパレットふくしま）. 第

77 回日本公衆衛生学会総会. 胃瘻造設術

はどこで減少したか：奈良県 KDB データ

を用いた後方視的研究. 次橋幸男、林修一

郎、野田龍也、明神大也、赤羽 学、今村知

明. 

19) 2018 年 10 月 24 日～2018 年 10 月 26 日

（福島県、ビックパレットふくしま）. 第

77 回日本公衆衛生学会総会. 心肺蘇生実

施の意向に関する意識調査. 中西康裕、赤

羽学、今村知明. 

20) 2018 年 10 月 24 日～2018 年 10 月 26 日

（福島県、ビックパレットふくしま）. 第

77 回日本公衆衛生学会総会. 心肺蘇生の

実施歴は講習会の受講歴と関連する. 赤

羽学、中西康裕、伊藤雪絵、前屋敷明江、

今村知明. 

21) 2018 年 10 月 24 日～2018 年 10 月 26 日

（福島県、ビックパレットふくしま）. 第

77 回日本公衆衛生学会総会. レセプトデ

ータを用いた病院規模ごとの高齢者悪性

腫瘍に対する放射線治療の評価. 村上淳

基、野田龍也、今村知明. 

22) 2018 年 10 月 27 日～2018 年 10 月 28 日

（福島県、ホテルハマツ）. 第 56 回日本

医療・病院管理学会学術総会. 医療から見

た地域包括ケアを推進するための事例調

査. 小林美亜、瀬戸僚馬、野田龍也、池田

俊也、長谷川友紀、今村知明. 

23) 2018 年 11 月 05 日～2018 年 11 月 05 日

（奈良県、奈良県医師会館）. 第 39 回奈

良県公衆衛生学会. 高齢者施設から要請

される救急搬送の実態調査. 次橋幸男、赤

羽学、今村知明、吉井克昌. 

24) 2018 年 11 月 22 日～2018 年 11 月 25 日

（福岡県、福岡国際会議場/福岡サンパレ

ス）. 第 38 回医療情報学連合大会（第 19

回日本医療情報学会学術大会）. レセプト

情報・特定健診等情報データベース（NDB）

利用促進に向けた取り組み- 1 患者 1 デー

タ化 -. 明神 大也、野田 龍也、久保 慎一

郎、西岡 祐一、東野 恒之、今村 知明. 

25) 2018 年 11 月 22 日～2018 年 11 月 25 日

（福岡県、福岡国際会議場/福岡サンパレ

ス）. 第 38 回医療情報学連合大会（第 19

回日本医療情報学会学術大会）. レセプト

情報・特定健診等情報データベース（NDB）

に対する死亡決定ロジックの手法開発 . 

久保慎一郎、野田龍也、西岡祐一、明神大

也、降旗志おり、東野恒之、瀬楽丈夫、今

村知明. 

26) 2018 年 11 月 22 日～2018 年 11 月 25 日

（福岡県、福岡国際会議場/福岡サンパレ

ス）. 第 38 回医療情報学連合大会（第 19

回日本医療情報学会学術大会）. 放射線治

療装置（リニアック）導入による採算性に

関する考察. 村上淳基、赤羽学、中西康裕、

今井信也、今村知明. 
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27) 冨田清行、 大家俊夫、 大山功倫、長

谷川久之、 松井健、菅河真紀子、河原

和夫 プライマリ・ケアを巡る制度的枠

組みの変遷と今後の展望． 第 77 回日本

公衆衛生学会総会、郡山市 2018． 

28) 長谷川久之、松井健、 冨田清行、大山

功倫、 大家俊夫、 菅河真紀子、河原

和夫 医師の過重労働の沿革と現状の考

察． 第 77 回日本公衆衛生学会総会、郡

山市 2018． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 


